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山梨大学 

◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 
 

○大学評価・学位授与機構が行う大学評価について 
２ 評価のプロセス 

(1) 大学等においては，機構の示す要項に基づき自己

評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・データ

を含む。）を平成 15 年 7 月末に機構へ提出した。  

(2) 機構においては，専門委員会の下に，専門委員会

委員及び評価員による評価チームを編成し，自己評

価書の書面調査及びヒアリングの結果を踏まえて

評価を行い，その結果を専門委員会で取りまとめ，

大学評価委員会で評価結果を決定した。 

１ 評価の目的 

 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が行う評価は，

大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競争的環

境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，大学

等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価するこ

とにより，その結果を，①大学等にフィードバックし，

教育研究活動等の改善に役立てるとともに，②社会に公

表することにより，公共的機関としての大学等の教育研

究活動等について，広く国民の理解と支持が得られるよ

う支援・促進していくことを目的としている。 

(3) 機構は，評価結果に対する対象大学等の意見の申

立ての手続きを行った後，平成 16 年 3 月の大学評

価委員会において最終的な評価結果を確定した。 

 

３ 本報告書の内容 
  「Ⅰ 対象機関の概要」，「Ⅱ 目的」，「Ⅲ 国際的な

連携及び交流活動に関する目標」，「Ⅳ 対象となる活動

及び目標の分類整理表」及び「特記事項」は，当該大学

等から提出された自己評価書から転載している。 

２ 評価の区分 

 機構の行う評価は，今回報告する平成 14 年度着手分

までを試行的実施期間としており，今回は以下の 3 区分

で評価を実施した。  
 (1) 全学テーマ別評価（国際的な連携及び交流活動）  「Ⅴ 活動の分類ごとの評価結果」は，活動の分類ご

とに，各評価項目での観点ごとの活動の状況・判断を記

述している。「判断」は，目標を達成する上で，「優れて

いる」，「相応である」，「問題がある」の3種類で示して

いる。 

 (2) 分野別教育評価（人文学系，経済学系，農学系，

総合科学） 
 (3) 分野別研究評価（人文学系，経済学系，農学系，

総合科学） 

  

 「Ⅵ 評価項目ごとの評価結果」は，評価項目ごとに，

「目的及び目標の達成への貢献の状況」，「目的及び目標

で意図した実績や効果の状況」として，活動の分類ごと

の状況を総合的に判断して，当該評価項目全体の水準を

以下の5種類の「水準を分かりやすく示す記述」を用い

て示している。 

３ 目的及び目標に即した評価 

 機構の行う評価は，大学等の個性や特色が十二分に発

揮できるよう，教育研究活動等に関して大学等が有する

目的及び目標に即して行うことを基本原則としている。

そのため，目的及び目標が，大学等の設置の趣旨，歴史

や伝統，規模や資源などの人的・物的条件，地理的条件，

将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に整理されて

いることを前提とした。 

・十分に（貢献して又は挙がって）いる。 

・おおむね（貢献して又は挙がって）いる。 
 ・相応に（貢献して又は挙がって）いる。 

 ・ある程度（貢献して又は挙がって）いる。 

○全学テーマ別評価「国際的な連携及び交流活動」

について 
・ほとんど（貢献して又は挙がって）いない。 

 なお，これらの水準は，当該大学等の設定した目的及

び目標に対するものであり，大学等間で相対比較するこ

とは意味を持たない。  

１ 評価の対象機関及び内容 また，評価項目ごとに，当該大学等の活動において特

徴あるとみなされる点等を，「特に優れた点及び改善を

要する点等」として記述している。 
 本テーマでは，大学等が行っている教育研究活動等を

基盤とした国際的な連携や交流活動について，全学的（全

機関的）な方針の下に部局等において行われている活動

を対象とした。 
 

 「意見の申立て及びその対応」は，評価結果に対する

意見の申立てがあった大学等について，その内容とそれ

への対応を併せて示している。 
 対象機関は，設置者から要請のあった全国立大学（97
大学）及び大学共同利用機関（総合地球環境学研究所を

除く 14 機関）並びに公立大学の一部（4 大学）とした。  
 評価は，大学等の現在の活動状況について，過去 5 年

間の状況の分析を通じて，次の 3 つの評価項目により実

施した。 

４ 本報告書の公表 

 本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも

に，広く社会に公表している。 
 

(1) 実施体制 
(2) 活動の内容及び方法 
(3) 活動の実績及び効果 
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山梨大学 

Ⅰ 対象機関の概要 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 
１ 機関名：山梨大学 
２ 所在地：山梨県甲府市及び中巨摩郡玉穂町 
３ 学部・研究科・附置研究所等の構成 
（学部）教育人間科学部，医学部，工学部 
（研究科）教育学研究科，医学工学総合研究部・教育部 
（関連施設）留学生センター 
４ 学生総数及び教職員総数 
（学生総数）：学部 4,258 人，大学院 729 人 
（教員総数）：665 人 
（教員以外の職員総数）：783 人 
５ 特徴 
 本学は，教育人間科学部及び工学部の 2 学部からなる

旧山梨大学と医学部 2 学科の旧山梨医科大学が統合し，

平成 14 年 10 月に創設された新しい大学である。 
旧大学は，県内の教育・研究・医療の中心として，ま

た，知識・技術・情報の創造・集積・発信の地としての

機能を果たし，そのターゲットは常に世界に向けられて

きた。 
新大学は，「各専門領域での教育・研究の推進」，「諸学

の融合による学際領域の創造」，「豊かな教養と高い専門

知識・技術を備え，倫理性，独創性に富んだ人材の育成」

を基本理念に掲げ，さらに「地域社会との連携により地

域の知の中核となり，その知の集積を世界に発信し，国

際社会に貢献する」ことを社会的使命とし，これからの

大学に必要とされる「幅広い教育・研究領域の創造」，「有

用な人材の育成」，「グローバルな視点での社会貢献」を

学則の第 1 条に掲げた。 
また，本学は甲府市とそれに隣接する玉穂町に 2 つの

キャンパスがあるが，いずれも都心から 1 時間 30 分～2
時間という地方大学としては交通至便な地にある。 

組織では，統合を機に国際研究協力課を設置し，研究

や大学運営面における国際連携の支援体制を整え，さら

に平成 15 年 4 月には留学生センター及び留学生課を設

置し，研究・教育面における国際交流支援体制に一層の

充実を図ったところである。またさらに，統合の効果を

実りある形にするために，平成 15 年 4 月に大学院医学

工学総合研究部・教育部を設置し，医学と工学を融合し

た教育研究の推進を図ったところである。 

Ⅱ 目的 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 
１ グローバルな社会貢献 

高度な情報技術の発展に伴う知のグローバル化と科学

技術の急激な進歩により，知的拠点としての大学に，そ

の役割すなわち文化の創造と伝承，人類の持続的発展に

貢献することが，国際社会より強く求められている。国

際的社会貢献は，知ならびに人材の国際的移動をもたら

し，その流れは大学の知的活動を刺激する。この両者の

持続的相互作用は，大学の国際性を高め，その存在価値

を高める。本学は国際貢献を通じて，その存在感を高め

ることを希求している。 
 
２ 教育研究の活性化 

自らの教育研究を推進し，国際水準の成果を上げるこ

とが知的国際貢献の第一歩であると位置づける。魅力あ

る教育研究成果は諸外国より留学生や研究者を引きつけ

る。本学の特色ある教育研究成果を留学生教育に活かす

こと，研究面においては，研究者の受入れや派遣等によ

り国際的共同研究を行うこと，さらに教育研究成果を外

国の大学や研究機関に，積極的に知の輸出を図り，国際

貢献を行う。 
 
３ 広い視野を持った大学運営 

社会の急速な国際化により，大学を運営する側（役職

員，事務職員）にも語学力や国際性が要求されている。

さらに，諸外国の教育事情や大学運営方法等を学び，本

学の大学運営に活かしていくためにも，事務職員等の海

外派遣を積極的に行う。 
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山梨大学 

Ⅲ 国際的な連携及び交流活動に関する目標 
※大学等から提出された自己評価書から転載 

 

１．外国人研究者等の受入れを推進する 
教育研究の活性化と国際交流の推進を図るため，外国

人研究者・研究員・受託研修員等を積極的に受入れ，共

同研究を行う。 
また，受入れを促進するための支援体制を整備する。 

 
２．外国人教員，外国人教師等の任用を推進する 

教育研究の国際水準化を図り，ネイティブ・スピーカ

ーによる語学及び諸外国の教育事情に関する授業を実践

するため，外国人教員，外国人教師，客員研究員等の任

用を推進する。 
 
３．海外への研究員派遣を推進する 

教育研究の推進を図るため，在外研究員，派遣研究員

等の制度を活用し，積極的に海外の研究者と共同研究を

実践する。 
 
４．事務職員の海外研修を実行する 

事務職員についても海外研修を取り入れ，諸外国の教

育事情や大学運営方法等を調査し，資質の向上と本学の

運営上での実践に活用する。 
 
５．海外の大学との教育学術交流協定締結を推進する 

諸外国の大学・研究機関等と交流協定を締結し，学術

交流・教員交流・学生交流を推進する。 
 
６．外国人留学生の受入れ 

諸外国から多くの留学生を受け入れるため，積極的な

広報を検討する。 
 
７．外国人留学生の支援体制を整備する 

年々増加する外国人留学生の修学指導，生活支援に至

るまで，柔軟かつ迅速に対処できる組織・体制を整備す

る。 
 
８．外国人留学生の地域での交流活動の支援を行う 

県内の留学生同士の交流や，地域社会との交流の場を

提供するとともに，留学生問題に取り組むための地方公

共団体と連携した検討組織を確立する。 
 

９．学生の海外留学を促進する 
社会で活用できる能力の育成の一貫として，グローバ

ルな視点や，語学能力を養うため，海外留学に関する情

報を積極的に広報するとともに，交流協定校への学生派

遣も積極的に支援する。 
 
10．国際会議等の参加を促す。 

教育研究の活性化や進展のためには諸外国の優れた研

究者との情報交換が必要であるため，国際会議や国際シ

ンポジウムに積極的に参加するよう心がける。 
 
11．国際会議等の開催を推進する 

教育研究の進展のため，国際会議や国際シンポジウム

の主催又は共同開催を推進する。 
 
12．国際共同研究の実施・参画を推進する 

教育研究の活性化を図るため，各種団体，政府間協定，

科学研究費補助金，国際交流協定等の各種制度を活用し，

積極的な受入れ・参画を推進する。 
 
13．開発途上国等への支援を推進する 

開発途上国に対する教育，研究，医療等の技術指導，

及び調査員等の専門家派遣を積極的に行う。 
 

14．学生の自主的な国際交流活動を支援する 
国際交流を目的とした学生サークルや，学生の語学能

力向上に向けた取組を積極的に支援する。 
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山梨大学 

Ⅳ 対象となる活動及び目標の分類整理表 
※大学等から提出された自己評価書から転載 

活動の分類 「活動の分類」の概要 対象となる活動 対 応 す る 
目標の番号 

外国人研究者の受入れ １ 

外国人教員，客員研究員等の任用 ２ 

外国人研究者等に対する各種支援 １ 

教職員等の

受入れ・派遣 
諸外国の研究者と本学教官とが共同研究を行うこと

で，学術研究の進展と国際交流の促進に寄与すること

を目的に，外国人研究者を受け入れる。さらに，教育

研究の活性化と国際社会で活用できるための語学教育

を実践するため，優秀な外国人教員を積極的に任用す

る。また，諸外国の優れた研究成果や大学運営等を学

ぶために，積極的に教職員を派遣している。 
教職員の派遣 ３，４ 

海外の大学・機関等との教育交流

活動 
５ 

外国人留学生の受入れ ６ 

外国人留学生に対する各種支援 ７ 

地域との連携を意図とした外国人

留学生交流支援 
８ 

学生の海外留学 ９ 

教育・学生交

流 
国際交流と学生のグローバルな視点を養成する観点

から，海外の大学等との学術交流・研究者交流・学生

交流の協定を締結し，毎年受入れ・派遣を行っている。

また，増加する外国人留学生の受入れ体制を整備する

ほか，留学生の生活支援・地域での交流活動への参加

のためのネットワーク構築，協議会の設置等を行って

いる。 

外国人留学生の交流ネットワーク

の構築 
８ 

国際研究集会 10 

国際交流協定による国際会議，シ

ンポジウム 
11 

国際会議等

の開催・参加 
先進的な研究成果に関する情報交換や研究者同士の

交流のため国際会議や国際シンポジウムは必要不可欠

である。本学においても，これら国際学会に多くの教

官が参加しており，また自主的及び学会等との共同開

催を積極的に行っている。 
国際学術組織との交流によるセミ

ナー，ワークショップ 
11 

国際共同研究事業 12 

政府間協定に基づく国際共同研究 12 

科学研究費補助金による国際共同

研究 
12 

国際共同研

究の実施・参

画 

国際共同研究は，先進的研究の推進に極めて重要で

ある。本学では，先進的研究を実践している諸外国の

研究者との共同研究を積極的に行っている。このため，

国際共同研究事業，科学研究費補助金等の外部資金，

二国間の科学技術協力協定や大学間協定等の支援制度

を積極的に活用している。 
国際交流協定による国際共同研究 12 

国，地方自治体等が行う技術協力

事業への参加 
13 

大学独自の開発途上国等への国際

教育協力 
13 

国際機関等との事業への参加及び

共同実施 
14 

開発途上国

等への国際

協力 

本学では，各種機関が行う専門家派遣，技術指導等

のいくつかのプロジェクトに教官が参加している。ま

た，医療の分野では，本学独自のプログラムで研究指

導，手術の技術指導，保健師の技術指導等で，各国を

支援している。その他，学生の自主的な国際交流活動

（海外研修，実地調査に対する助言・指導・訪問先と

の打ち合わせ等）に対する支援も積極的に行っている。 

学生の国際協力活動参加への支援 14 
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山梨大学 

Ⅴ 活動の分類ごとの評価結果 
 

１ 教職員等の受入れ，派遣 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 旧山梨大学，旧山梨医科大学(以
下両大学という)とも，各種規程等を制定し，事務部門に

は，実務面の支援体制も整備していた。統合後は，国際

交流委員会，国際交流会館運営委員会，国際研究協力課

を中心に各部局の協力により，各種規程等を定めて運用

している。国際研究協力課は，主に外部申請等の業務を

扱い，各教官からの申請を学部教授会の下に，学部長，

学長の承認を受けて決定する流れで推進している。各学

部で学部長中心に年次計画を策定し，全学的には，各学

部と国際交流委員会の連携で，受入れや派遣を行ってい

る。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

活動目標の周知・公表 旧山梨大学では，教育人間科学

部は教授会を通して各課程に，工学部は教室主任会議な

どを通して各学科に目標や趣旨が伝達，周知されていた。

旧山梨医科大学では，学内イントラネット HP，広報及

び年報を通じ周知していた。統合後は全学的に旧大学の

周知方法を踏襲しながら国際研究協力課からのイントラ

ネット HP，教授会等を通して活動目標が学部構成員及

び活動の受け手・学外関係者等に伝えられ，全学的にも

必要に応じ伝達している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

改善システムの整備・機能 旧山梨大学の活動状況把握

は，教育人間科学部は教授会，工学部は教室主任会議を

中心に，全学的には学報により行ない，旧山梨医科大学

は教授会や広報により行っていた。統合後はこれらを引

継ぎ，教育人間科学部及び医学部では教授会，工学部で

は教室主任会議を中心に行われ，大きな変化はない。統

合後，講座や教室主導による受入れ・派遣状況は，各々

で把握され現段階で問題点はないが，大学全体で活動を

評価改善する組織の整備を検討する必要性から，平成 15
年5月，大学情報データベース構築委員会(規約制定済み)
を組織し，教育・研究・社会貢献等の公的活動実績を収

集，データベース化し，全学的に活動実態を随時，迅速

かつ効率的に把握分析して，評価改善する仕組みを検討，

準備している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 旧山梨大学では各種財団資金や文部科

学省在外研究員計画，学長裁量経費等を活用し，教職員

派遣に計画的に取組み，国際交流協定を結び交流を推進

してきた。旧山梨医科大学では外国人教員や研究者を中

国，ベネズエラ等から採用していた。文部科学省在外研

究員派遣や各講座単位の海外派遣も計画的に行い，受入

れ研究者の宿泊施設や生活面支援も行ってきた。統合後，

受入れは随時学部単位で計画し，外国人教員任用は規定

により任期を定めないこととした。在外研究員派遣は学

部内公募し，大学の承認を経て派遣が行われ，各講座及

び教室単位でも計画に応じた受入れ，派遣を行い，講義

の負担等は学科・講座全体でカバーする。職員派遣は，

① 留学生関係業務の円滑化と能力向上(学生担当職員)，

② 国際交流関係業務の円滑化(国際研究協力担当職員)，
③ 諸外国の教育事情や大学及び病院の管理運営方法等

の調査と大学職員としての資質向上及び大学運営実践に

活用(総務系，経理系及び学部等職員)の観点で行い，5
年前の数名から，現在は 10 数名規模に増加している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の方法 旧山梨大学では各種助成金等の情報提供の

仕組みが構築され，旧山梨医科大学では，調査・研究や

国際研究集会への研究員派遣，各講座推薦に基づく海外

研究員の受入れがある。統合後は，国際貢献や専門性向

上のため文部科学省在外研究員や国際研究集会への派遣

も含め取り組んでいる。各学部で，各種助成金情報を提

供する体制が採られ，積極的に応募を推奨している。文

部科学省在外研究員等の定期的公募は，各学部の年度計

画として，各教官の申告制をとっている。電子メール等

の利用により即日，資金等の獲得情報を提供する体制が

ある。外国人研究者への各種支援は，各学部及び当該担

当者が状況に応じ対応し，さらに充実を図るため電子メ

ール，Web の活用等，順次全学的統一を図りつつある。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 

 

活動の実績及び効果 

活動の実績 外国人研究者受入実績は，旧両大学で，平

成 10 年 17 名から 14 年 35 名と増加，過去 5 年の平均は

26 名である。教職員派遣は，文部科学省在外研究員及び

各種国際交流基金，国際交流協定を運用し，計画的に行

われ，派遣経験は，研究テーマの立案，迅速な発展のさ

せ方，語学力・技術力向上に活かされ，外部資金の獲得

などの増加実績に反映されている。職員は，広い視野を

持ち大学運営に関わる必要性から平成 10 年度７名から

14 年度 15 名，年平均 6 名と計画的に派遣を行い大学運

営や教育に活かされている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の効果 外国人研究者受入れと支援は，特に問題な

く関係者から成果があったと判断されている。講座推薦

の受入れ研究員の平均滞在期間は約 9 ヶ月，人数は 10
カ国延べ 88 名である。裨益性では，インドへ帰国後，

心臓血管外科施設に赴任し，日本で得た知識を伝えてい

る例もある。教職員派遣は，教員では研究論文の量と質
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山梨大学 

に反映され，職員では留学生を含む学生対応に変化をも

たらしている。イースタン・ケンタッキー大学（EKU）

への夏期留学は，平成 4 年の大学間交流協定締結以来，

毎年継続され，教官及び事務官各 1 名が引率業務に同行

する。事務官は，諸手続，学生の状態確認，EKU での

各種受入れ手続き等を引率教官と協働して行う。単に研

修時の事務処理だけでなく，帰国後，異文化体験により

国際交流の必要性を新たに認識するなど，後の業務取組

意欲も増大している。留学生事務を直接担当しない者に

も外国語会話力向上に取り組む職員が増加するなど国際

理解や必要性の認識は新たになり，国際交流への理解増

大等の効果が推測される。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 
 

２ 教育・学生交流 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 旧山梨大学は，国際交流委員会

の下，必要な部門を設置し，推進体制や布能国際交流学

術研究基金という援助体制を整備していた。旧山梨医科

大学でも諸規程，諸部門を制定し推進を図り，特に中国

に関しては，平成 2 年から財団法人日中医学協会の行う

受入れのため｢日本国山梨医科大学からの中国医科大学

留学生同窓会規程｣を制定して対応している。内蒙古医学

院とは，平成 14 年 7 月に学術交流協定を締結，協議の

結果，「先端医学講座」を開設している。統合後は，平成

15 年 4 月に｢留学生センター｣を設置，センター長ほか専

任教官 4 名を配置，事務にも留学生課 5 名，国際研究協

力課 5 名を配置している。留学生の地域活動は，学長を

議長とする山梨地域留学生交流推進協議会を設置し，推

進している。海外留学はイースタン・ケンタッキー大学

（語学研修・異文化体験プログラム），ダーラム大学やア

イオワ大学（英語による異文化コミュニケーション）が

あり，各担当教官を配置し，監督指導を行っている。医

学部では 6 年生の選択実習として，一部学生が主にアメ

リカの大学，病院で臨床実習を受けている。交流協定大

学への夏期留学等の派遣は，期間中の不慮の事故に対応

する傷害保険等への加入義務付け，賠償責任を明記した

誓約書を徴し，支援体制として，「夏期留学（語学研修・

異文化体験）プロジェクトチーム」を組織し，相手大学

との連絡調整や派遣任務を行っている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

活動目標の周知・公表 旧山梨大学では，教務課留学生

係が作成する｢留学生係関係行事予定｣を，国際交流委員

会で審議・承認し，全学的に年間計画を周知徹底させ，

関係委員会等で具体案を作成するなど，趣旨や目的は担

当者や留学生等に十分理解されていた。旧山梨医科大学

は，留学生委員会を年平均 6 回開催し，外国人留学生支

援策を審議・決定・実施する体制を整備していた。統合

後は，国際交流委員会で承認された全学的な年間計画に

基づき交流活動の展開を図り，留学生センター，学務部

留学生課などが情報共有体制を整備している。旧山梨大

学での海外留学は，事前に実施要領と募集案内を作成し，

国際交流委員会の承認を経て募集説明会等を開催し周知

を図ってきた。高校生対象の進学説明会でも海外留学制

度について説明してきた。海外からの留学希望者へは，

大学紹介パンフレットの送付等で応え，特に東南アジア

諸国の日本大使館にも送付している。学内外のイベント

情報は，その都度掲示板や HP 等に掲載し，周知してい

る。また，研究者総覧を HP に掲載し，教官全員の研究

内容を公開している。旧山梨医科大学でも，同様の体制

があった。統合後は，実施されてきた活動を全学的なレ

ベルと学部レベルの活動に整理して継承し，実施するよ

うにしており，HP の英語化も図りつつある。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

改善システムの整備・機能 旧山梨大学では，諸規程を

当該会議体や関連部署が随時改正提案することで，シス

テム整備や機能充実を図ってきた。学生交流部会は活動

状況や問題点把握のための聞取り調査やアンケート調査

により，留学生受入れや留学・派遣に関する環境整備に

努めている。教務委員会では交換留学生の 4 年卒業可能

なための単位互換，夏期留学生の主題別科目｢言語と国際

理解｣の単位認定など，履修規程の見直しやカリキュラム

改正等，有効な改善に結付けている。旧山梨医科大学で

は留学生委員会で問題を全学的に取上げ，関連諸規程の

見直しや改善の審議・決定を行っている。また，留学生

生活実態調査を隔年実施し改善のためアンケート結果を

研究室に公表し対応している。統合後は，各々の改善シ

ステム・機能を全学と学部で実施できる内容に整理し，

大学の評価システムの中に位置づけて継承している。旧

体制からの継続事業は，留学生委員会中心に引継がれて

おり，今後事業の見直しや所管を検討することとしてい

る。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 旧山梨大学の教育学術交流協定締結は，

学術交流部会が企画・立案し，国際交流委員会の承認を

経て実施してきた。留学生の受入れ，海外留学等も学生

交流部会が活動計画を教務課留学生係や留学生専門教育

教官も参画して立案・検討し，実施している。旧山梨医

科大学では留学生委員会が，受入れ，派遣に関するすべ

ての活動計画を立案実施している。委員構成は全学網羅

的で，各立場から活動計画を提案し，委員会が審議・決

定して実施している。結果は計画・立案にフィードバッ

クされて継続的改善が行われている。統合後は，国際交

流委員会を中心に全学的に目標を達成するための諸施策

を審議決定し，旧両大学での活動計画の立案機能などは．

学部レベルに委譲し，小回りの利く活動のできる配慮を

している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
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活動の方法 旧山梨大学では，交流活動経費削減のため，

極力，交流協定を締結して相互負担が原則の活動を考慮，

旧山梨医科大学でも，交流協定締結校との交流は相互訪

問や連絡を繰り返し，教職員間の理解を得た後，効率的

で有効な計画を作成実行している。留学生の地域交流は

推進協議会を通じ各種イベントへ参加し，一般社会への

適応が配慮され，近隣他大学の留学生を含む交流も進め

ている。日本理解促進のため地域や学内ボランティアの

協力体制もある。旧山梨大学の｢布能国際交流学術研究基

金｣は，低金利のため，随時教職員から資金を募り，同窓

会組織の協力を要請，各種非営利団体等の奨学金情報を

紹介している。入学時の国際交流会館への入居や大学近

辺の安価な下宿紹介などの支援も行っている。旧山梨医

科大学では，国費や公的奨学金不足の傾向から，公共団

体等の助成と共に，「山梨医科大学国際交流基金」の有効

活用を図っている。地域交流では，留学生を「大使」，「協

力員」として，（財）山梨県国際交流協会に登録し，各種

イベントや附属学校を初め地域の小・中・高等学校が実

施する異文化交流への参加等を行い，十分評価されてい

る。住環境は，国際交流会館や公営住宅の紹介斡旋を行

っている。非営利団体等の講演会や勉強会での留学生の

講演での謝金獲得も考慮している。旧両大学とも HP に

留学情報を掲載し，留学生間の情報交換に学内 LAN や

インターネットを使用している。統合後はさらにテレビ

会議システムを活用した運営効率化を図っている。各種

留学には，それぞれ委員会等を組織し，担当を定めて先

方の大学との協議を行い派遣プログラムを作成しており，

意思の疎通を行っている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
 

活動の実績及び効果 

活動の実績 教育交流では，過去5年間に1から8校に，

学術交流協定締結は，平成 10 年の 4 校から 14 年には

12 校に増加した。国費留学生は平成 10 年度 10 名が平

成 14 年度 12 名，年平均 11 名，外国政府派遣留学生は

平成 10 年度７名が平成 14 年度 15 名，年平均 12 名増え

ており，大学院私費留学生は平成 10 年度 42 名が 14 年

度 74 名，年平均 62 名，学生受入れは増加傾向にある。

国費留学生は年平均 11 名，外国政府派遣留学生は年平

均 12 名，大学院私費留学生は年平均 62 名など，受入れ

数も増加している。外国人留学生による地域との交流支

援は，交流会や小中学校での国際理解教育への参加，開

催等がある。留学生交流ネットワークの構築は，帰国者

名簿作成，留学生同窓会設立(中国)がある。経済支援は，

山梨大学布能国際交流学術研究基金や山梨大学医学部国

際交流基金がある。海外留学生数は，経済不況やテロで

やや落込んだが順調に伸びている。EKU への語学研修

の参加人数は平成 10 年度 17 名から平成 14 年度 10 名，

年平均 17 名。海外の大学への交換留学生の人数は受入

が平成 10 年度 2 名が 14 年度 6 名，年平均 5 名，派遣は

10 年度 2 名，14 年度 6 名，年平均 6 名。年度によりば

らつきがあるがほぼ定着している。ダーラム大学・アイ

オワ大学の語学研修参加は，平成 13 年度の協定締結よ

り参加学生は急増し，毎年 30 名前後である。JIMSA（日

本国際医学生連盟）の交換留学制度による外国人留学生

受入れ及び当該大学学生の派遣は毎年若干名である。医

学部 6 年生の海外での選択実習数は年平均 4 名だが，平

成 15 年度は 15 名が希望し，増加傾向にある。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

活動の効果 外国人留学生の学位取得数は，医学部で年

間 8 名程度，工学研究科では 5 年間で 3 倍以上に増加し

ており，近年論文博士も現れている。大学院留学生 30
名の調査（平成 14 年度，回答率 93.8%）によれば，ほ

ぼ全員，研究成果は進展したと回答，学会や論文発表数

も多い。医学部外国人留学生の学会発表及び学術論文数

は，平成 12 年度，共同研究も含め学会発表 106 件，論

文 38 編，教職員の対応，設備等についても満足してい

る。同調査では研究環境に関し 90％が良好または大変良

いと答えている。留学生で医学博士号取得後，旧山梨医

科大学または日本で研究継続中の者に感想文を依頼し 7
人より旧山梨医科大学の研究環境，丁寧で熱心な教官の

指導，研究成果をあげ学位を取得したことに対する謝意，

その後の研究の継続，国際交流に対する貢献希望，母国

へのフィードバック等を記載され，効果を示している。

活動成果は，実施担当者，留学生にとっての成果，満足

度，社会のニーズに応えている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
 

３ 国際会議等の開催・参加 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 学術・教育の国際交流は，旧山

梨大学では国際交流委員会が，旧山梨医科大学では教授

会の審議を経て決定されている。統合後は，国際学術・

教育交流の基本方針その他重要事項を議するため，副学

長ら 8 名の教員による「国際交流委員会」を設置，国際

集会や国際会議を支援する体制がある。事務的には，大

学統合後，国際交流と研究支援強化充実を目的に設置さ

れた国際研究協力課を中心に各部局協力して行っている。

国際研究協力課は事務官 5 名で，外部申請等の業務に対

応し，学内諸手続きは各学部で行っている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

活動目標の周知・公表 国際研究協力課は，教官個人に

よる周知との分担，個々の情報の組織的把握，公表の程

度や頻度の統一性については，今後検討する余地もまだ

あるが，旧両大学の方法を踏襲しながら，全学電子掲示

板による周知を行っている。国際会議等は，学内イント

ラネット HP 中の主行事として事前に周知公表される。

主催学会等は担当教官が，直接メールやパンフレット類

などで学内関係者に周知している。教育人間科学部では

従来，会議参加は，事前に教授会で周知了承を得る。会
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以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  議参加者は，彙報，学報，年報等を通して全学的に知る

ことができる。学外へはマスコミ等により積極的に公表

している。 
 

４ 国際共同研究の実施・参画 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 改善システムの整備・機能 旧両大学では，国際会議等

の開催は教授会報告と共に，活動状況は彙報，学報，年

報等に報告されている。平成 15 年 5 月設置の「大学デ

ータベース構築委員会」では，研究・教育情報を一元的

に収集・管理する体制をとっている。国際会議の開催参

加について，専門的内容や会議運営に関わる事項以外の

実施支援の改善検討は，評議会及び国際交流委員会で行

われるほか，アンケート調査等を通じた問題指摘体制も

ある。 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 国際共同研究推進のため，各種

外部資金等を積極的に活用している。主に文部科学省，

日本学術振興会等による国際共同研究事業で，国内外の

研究機関との比較的長期間の共同研究となる場合がある。

政府間協定や大学間協定による国際共同研究は人的交流

も含め，円滑に実施されている。これらの体制は，企画・

応募段階から関係組織・部課が協議しており，実施組織

間の役割，意思決定や責任は明確である。いずれも国際

研究協力課が窓口となり，国際交流委員会ほか学内他組

織間と連携のもとに実施している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 国際交流基金運用委員会で審議のうえ

国際会議等を資金面で支援している。基金管理は会計

課・医学部経営企画課が行う。旧両大学の国際交流協定

は継承されている。各専門的研究集会や会議，国際的な

集会等の計画は，学会や研究グループによる方針や計画

に応じ企画されている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 

活動目標の周知・公表 国際共同研究募集は，教員別へ

の情報，一斉メール，イントラネット，HP，国際協力課

による通知文書等で，大学間交流協定に基づく共同研究

は，直接担当者を募る外，学内外関係者や関連研究集会

等により周知し，情報の的確な到達も事務担当者が確認

する。各種情報は，学部毎の年報等や学部紹介パンフレ

ット，同窓会近況報告，教官 HP 等でも広報している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 

活動の方法 教官申請による文部科学省や厚生労働省の

助成金や外部資金による活動が多い。学外国際会議参加

も外部資金の利用と私費による。研究情報交換や交流は，

助成金獲得が不可欠なため，国際研究協力課が資金獲得

に利する情報を全教官に周知している。国際会議等の開

催は，関連教官や経験者，外国語に通じる教官等や院生，

研究生の協力も得ている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 

改善システムの整備・機能 旧両大学の活動は，学報や

年報等に報告されてきたが，資料抽出が煩雑なため，平

成 15 年 5 月に「大学データベース構築委員会」を設置

し，機能的な情報収集管理体制を組織し，活動実態を随

時迅速かつ効率的に分析・把握，評価改善できる仕組み

を検討しており，平成 15 年度中にシステム構築，平成

16 度以降にデータ収集開始の予定である。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
 

活動の実績及び効果 以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 

 
活動の実績 過去 5 年間，国際研究集会への参加は平均

28 件程度，国際的集会の開催は隔年 1 件程度，文部科学

省国際研究集会派遣採択は，平均 5 件，国際交流協定に

よる国際会議等への参加は平均 10 件，学術組織のセミ

ナー等への参加は，開催も含め，平均 3 件，その他，「国

際会議等の開催・参加」への個別参加は，平均 20 件で

ある。学術論文発表は，平均 45 件，計 230 件中，中国

語 13 件，ロシア語 3 件，英語 214 件がある。 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 基金活用規程の運用は国際交流基金運

用委員会が審議する。統合後の新たな国際交流協定はな

いが，旧両大学時代からインドネシア，中国，アメリカ，

イギリス，オーストリア，部局間交流協定はドイツ，フ

ランス，タイ，スウェーデン，韓国，中国で，計 13 校

との協定を継続している。公募等による国際共同研究は，

国内外の研究機関と共同で，比較的長期計画が実施され

る。研究活動計画は，実行可能性の検討後，研究運営委

員会や中間報告会等で議論している。長期間，または複

数回同一機関と交流し，共同研究や教育を行う者も多く，

相手大学から名誉教授の称号を得ている者もいる。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の効果 国際会議参加後は報告の場が設けられ，学

内外研究者に情報提供される。国内集会への参加者，学

内集会への学生聴講も多く，研究進展のみならず，若手

研究者や学生の育成に貢献している。国際会議参加への

民間援助の存在により社会の要求に応えている。また，

演奏会等の文化的企画が長期間，同一民間資金援助を得

ている事例もあり，研究成果の社会還元はあると，推測

される。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 
活動の方法 国際研究協力課は，国際共同研究のための

外部資金獲得を推進しており，情報提供や申請書作成補

助等を行っている。資金管理や研究事務調整，国際研究
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集会開催や国際交流協定に基づく場合は交換研究員を側

面支援をする体制を整え，必要情報提供や共同研究活動

の効率化に取り組んでいる。資金獲得は，教官個人に委

ねられているが，支援のために国際交流基金も設置され，

米・豪への短期留学に活用されている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
 

活動の実績及び効果 

活動の実績 過去 5 年間の国際共同研究事業による国際

共同研究は 27 件，政府間協定による共同研究は 3 件，

科学研究費補助金による国際共同研究は 32 件，国際交

流協定による国際共同研究は 12 件，その他，「国際共同

研究の実施・参画」に属する個別活動は 30 件である。

件数は増加傾向で，資金や時間等の投入資源に対する効

率化も図っている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 

活動の効果 活動成果は学内中心に，中間発表や最終発

表により，学生を含む学内外研究者に伝達している。交

流協定による共同研究では，共著論文発表や，直接間接

の若手研究者指導が行われ，双方の人的資源の育成に貢

献している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 
 

５ 開発途上国等への国際協力 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 開発途上国等への国際協力は，

大学統合後の日数が浅いため国レベルの活動は，各学部

に伝達実施されるが，地方自治体等からの活動は，学部

や個人単位も多く，必ずしも全学的な統一がとれて行わ

れているとは言い難い。学生の自主的な国際交流活動は，

各担当部局で適切な指導を行うが，学部単位や個別の活

動もあり，大学全体として計画的・組織的に取組むまで

には至っていない。開発途上国等への支援を推進，学生

の自主的な国際交流活動支援等の目標で，国際交流委員

会，国際研究協力課を中心に各部局協力により運用して

いる。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

活動目標の周知・公表 統合後の大学主体の国際協力活

動は，一斉メール等による公表のほか，各教授会，教室，

講座等を通して活動目標を周知をしている。各講座等の

活動は，学部を超えて周知・公表する必要性が強く認識

されておらず，個別に行われている。統合後，教官交流

は広まったが，統一されたシステムはない。ただし本年

4 月，医学系と工学系研究科を全面改組し，大学院医学

工学総合研究部・教育部を設置，従来の教育・研究だけ

でなく，医学工学の融合した学際的教育研究を進める体

制を整備し，各学域運営会議で周知を図っている。また，

データベース構築委員会を組織し，教育・研究・社会貢

献に関する情報収集，データベース化し，大学全体の情

報共有化を図り，研究者間における広報の一端を担って

いる。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

改善システムの整備・機能 活動状況や問題点把握のた

め国際交流委員会での取組が意識化され，教授会，教室

主任会議，講座等で問題点を把握し，個々の途上国協力

は円滑に行われているが，さらに統合後，大学全体とし

てのシステムが無いという問題が認識され，平成 16 年

度に向けてシステムの整備を進めている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。 

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 旧山梨大学では，各教官が専門性を活

かし，積極的に取組んできた。旧山梨医科大学では，個々

の活動内容に対する計画は実行可能性を踏まえて明確に

策定され，現地のニーズに応じた調査活動，日本での協

力が計画されていた。統合後，大学及び学部としての活

動計画は必ずしも策定されていないが，個々の取組みは

各教官の専門性を活かし，現地の実態や必要性に応じた

調査，活動，協力体制を選択し，また，各学部の専門性

を活かし，整合性，適切性，発展性等が適切かつ積極的

に進められている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

活動の方法 旧山梨大学では，学外からの要請や助成金

等の情報提供の仕組みがあり，旧山梨医科大学では，現

地調査の上，医療協力や医療関係者の日本での教育協力

を行ったことがある。統合後は国際協力推進のための学

外要請や助成金の常時提供システムを構築，協力国との

具体的な協力方法と実施のための検討を行っており，内

容は電子メール等で確認することができる。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
 

活動の実績及び効果 

活動の実績 開発途上国への国際協力は，各学部の専門

性を活かして行われ，講座単位での現地派遣や受入れ活

動の他，アフリカで活動中の邦人保健婦への指導もある。

開発途上国への学生の国際協力活動参加支援の一環とし

て，医学部 JIMSA(日本国際医学連盟)における支援活動

に対する助言・指導，ホンジュラス国立自治大学，学生

の参加による同国地域健康調査等を行っている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

活動の効果 統合後の山梨大学としての効果を判断する

までには至っていないが，個々の取組みは効果を上げて

きていると判断される。活動の成果が評価された事例の

一つとして，現地における研究及び指導に対して，現地

の大学から名誉教授の称号を授与された者もいる。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
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Ⅵ 評価項目ごとの評価結果 
 

山梨大学の「国際的な連携及び交流活動」について，

当該大学の目的及び目標に照らして行った活動の分類

（教職員等の受入れ・派遣，教育・学生交流，国際会議

等の開催・参加，国際共同研究の実施・参画，開発途上

国等への国際協力）ごとの評価結果を，評価項目単位で

整理し，以下のとおり，評価項目ごとの評価を行った。 

 

１ 実施体制 
 

評価は，実施体制の整備・機能，活動目標の周知・公

表，改善システムの整備・機能の各観点に基づいて，目

的及び目標の達成に貢献するものとなっているかについ

て行った。 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 
 実施体制の整備・機能の観点では，活動の分類「教職

員等の受入れ・派遣」における，旧両大学の規約や管理

体制を整備し，全体計画として実践し，全学的に各学部

と国際交流委員会の連携により受入れや派遣を行ってい

る実施体制，活動の分類「教育・学生交流」における，

旧両大学の実施体制を継承しつつ，新たに留学生センタ

ー，山梨地域留学生交流推進協議会等を設置し，より一

層，支援を推進している実施体制，活動の分類「国際会

議等の開催・参加」における，国際交流委員会，国際研

究協力課を設置し，国際集会や国際会議を支援する体制

等を，「優れている」と判断した。その他の活動の分類に

関しては「相応である」と判断した。 
活動目標の周知・公表の観点では，活動の分類「教育・

学生交流」における，規約や管理体制の整備とともに頻

回に会議を開催し対応している体制を「優れている」と

判断した。その他の活動の分類に関しては「相応である」

と判断した。 
改善システムの整備・機能の観点では，活動の分類「教

育・学生交流」における，旧両大学の改善システム・機

能を全学と学部で実施できる内容に整理し，大学の評価

システムの中に位置づけて継承していること等，活動の

分類「国際会議等の開催・参加」における，旧両大学で

の，年報等による報告や評議会及び国際交流委員会での

議論，アンケート調査等を通じた問題指摘体制に加えて，

研究・教育情報を一元的に収集・管理する体制を構築す

るための「大学データベース構築委員会」設置等を「優

れている」と判断した。その他の活動の分類に関しては

「相応である」と判断した。 

 
これらの評価結果から，総合的に判断し，以下の水準

とした。 

 
貢献の程度（水準） 

目的及び目標の達成に相応に貢献している。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 
学術交流や学生交流などの国際交流を促進するため

の支援として，山梨大学布能国際交流学術研究基金や山

梨大学医学部国際交流基金が整備されている。また，地

元山梨工業会が，博士後期課程在籍学生の国際会議での

研究発表に必要な渡航費の一部支援を行っていることは，

特色ある取組である。 
教職員の受入れ・派遣状況と問題点はこれまで，講座

及び教室単位で把握されていたが，平成 15 年 5 月，大

学情報データベース構築委員会(規約制定済み)を組織し

て，教育・研究・社会貢献などに関する公的活動の実績

を収集，データベース化し，大学全体としての活動実態

を随時，迅速かつ効率的に把握分析し，評価改善する仕

組みを検討している点は，特に優れている。 

 

２ 活動の内容及び方法 
 

評価は，活動計画・内容，活動の方法の各観点に基づ

いて，目的及び目標の達成に貢献するものとなっている

かについて行った。 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 
活動計画・内容の観点では，活動の分類「教職員等の

受入れ・派遣」における，大学全体としての取組みがあ

り，かつ研究･教育面のみならず，生活面にわたる支援体

制を整備，実践していること等，活動の分類「教育・学

生交流」における，国際交流委員会中心に全学的に諸施

策を審議決定し，旧両大学での活動計画の立案機能を学
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これらの評価結果から，総合的に判断し，以下の水準

とした。 
部レベルに委譲し，小回りの利く活動のできる配慮をし

ている事等を「優れている」と判断した。その他の活動

の分類に関しては「相応である」と判断した。  
実績や効果の程度（水準） 活動の方法の観点では，活動の分類「教育・学生交流」

における，学内外の各種奨学金やボランティア活動を導

入して教育・生活支援を実践していること等を「優れて

いる」と判断した。その他の活動の分類に関しては「相

応である」と判断した。 

目的及び目標で意図した活動の実績や効果が相応に

挙がっている。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

交流協定大学が，アメリカ，イギリスなど 5 カ国 13
大学，部局間協定は 7 大学（研究所，研究センターを含

む）にわたり，外国人研究者への研究や技術面，経済面

の支援も必要に応じ行われていること，教官のみならず，

職員の派遣も現在は 10 数名規模に増加，看護師を含め

女性の派遣も相当数あることは，特に優れた点である。 

 
これらの評価結果から，総合的に判断し，以下の水準

とした。 

 
貢献の程度（水準） 

目的及び目標の達成に相応に貢献している。 

  
 ◇特に優れた点及び改善を要する点等 
 中国医科大学，内蒙古医学院に設置した先端医学講座

は，先端医療技術を中国医科大学やその関連病院に紹介

し，大学院で研究を希望する中国医科大学・関連病院の

優秀な学生を発掘するとともに大学院を活性化する取組

で，特に優れた点である。 

 
 
 
 
  

３ 活動の実績及び効果  
 

  
評価は，活動の実績，活動の効果の各観点に基づいて，

目的及び目標で意図した実績や効果がどの程度挙がった

かについて行った。 

 
 
 

  
◇目的及び目標で意図した実績や効果の状況  

活動の実績の観点では，活動の分類「教職員等の受入

れ・派遣」における，文部科学省在外研究員及び各種国

際交流基金，国際交流協定等を運用し，計画的に教職員

の派遣を行い，派遣経験は，研究及び日常業務に反映さ

れていること，活動の分類「教育・学生交流」における，

交換留学や語学研修等，積極的に学生の留学を行ってい

ることを「優れている」と判断した。その他の活動の分

類に関しては「相応である」と判断した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

活動の効果の観点における，活動の分類「教育・学生

交流」における，留学生の受入れについて，実施担当者，

留学生にとっての成果，満足度，社会のニーズに応える

成果をあげていることを「優れている」と判断した。そ

の他の活動の分類に関しては「相応である」と判断した。 
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◇ 意見の申立て及びその対応 
 

当機構は，評価結果を確定するに当たり，あらかじめ当該対象機関に対して評価結果を示し，その内容が既に提出

されている自己評価書及び根拠資料並びにヒアリングにおける意見の範囲内で，意見がある場合に意見の申立てを行

うよう求めた。機構では，意見の申立てがあったものに対し，その対応について大学評価委員会等において審議を行

い，必要に応じて評価結果を修正の上，最終的な評価結果を確定した。 
ここでは，当該対象機関からの申立ての内容とそれへの対応を示している。 

 

申立ての内容 申立ての対応 

【評価項目】 実施体制  
（活動の分類：開発途上国等への国際協力） 

 
【評価結果】 改善システムの整備・機能 統合後，活

動状況や問題点把握のため国際交流委員会での取組が

意識化されつつあり，教授会，教室主任会議，講座等で

問題点を把握しているが，さらに大学全体としてシステ

ムを整備する必要がある。以上から，この観点の状況は

目標に照らして問題がある。 

 
【意見】 「開発途上国等への国際協力」の「実施体制」

で「改善システムの整備・機能」の大学の評価に関し，

「書面調査段階における大学等への確認事項」及び「ヒ

アリングにおける確認事項等」のいずれにおいても，何

ら示されていないにもかかわらず，本学が「相応である」

としていた評価を，評価報告書の案では「問題である」

となっている。問題点を把握し改善するシステムはあ

り，機能していることから，この部分の評価結果を「問

題がある」から「相応である」に戻すべきだと考える。 

 
【理由】 実施体制で述べたように国際交流委員会等

で，大学自体として開発途上国への国際協力を推進する

体制をとってきたが，ことさら開発途上国等への国際協

力は各学部の専門的内容を活かした取組となる性格を

もっているため，各学部における講座あるいは教室等の

単位でも，問題点を把握することができ，そこで集めら

れた情報をもとにして改善を行なってきた。システム的

に大きな問題がないと考えられるが，さらに大学として

改善の余地はないかなどの視点で検討することは，今後

の活動の一層の充実を図るため有益であると考えたた

め，大学全体としてのシステムを整備する必要があると

の表現をとったものである。 

 
 
 
【対応】 左記の評価結果の記述を以下のとおり修正し

た。 
『活動状況や問題点把握のため国際交流委員会での

取組が意識化され，教授会，教室主任会議，講座等で問

題点を把握し，個々の途上国協力は円滑に行われている

が，さらに統合後，大学全体としてのシステムが無いと

いう問題が認識され，平成 16 年度に向けてシステムの

整備を進めている。以上から，この観点の状況は目標に

照らして相応である。』 

 
【理由】 ヒアリングでの意見，自己評価書及び根拠資

料について再確認した結果，途上国に対する個々の開発

協力は円滑に実施されており，統合後は，大学全体のシ

ステムが無いことについての問題点の認識のもと，改善

システムが整備されつつあることが確認できたことか

ら，総合的に判断し，「観点ごとの判断の目安」に基づ

き「相応である」と修正した。 
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◇ 特記事項 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 
山梨大学は，旧山梨大学と旧山梨医科大学が平成 14

年 10 月 1 日に統合して誕生したため，まだ 1 年に満た

ない状況にある。従って，今回の自己評価結果も，従来

それぞれの大学で実施されてきた活動を対象としたもの

が中心となっている。 
 
教育人間科学部と工学部では，私費外国人留学生が多

いのが特徴である。長引く景気低迷下にあって，留学生

が安心して学べるようにするためには，経済的な支援が

不可欠である。従って，大学のみならず地域社会との連

携を深めながら，幅広い経済的援助が行えるよう方策を

検討していきたい。また，卒業後も関係を維持発展して

いくためのネットワークの構築やその永続的な運用を通

して，国際連携活動を推進していきたい。 
 
医学部では独自の奨学金「国際交流基金」を設置し，

学術交流の支援を行ってきたが，今後この奨学金をより

強固なものにし，それらに基づく活動を積極的に進めて

いきたい。また，本学部で学んだ多くの留学生は，帰国

後母国あるいは他の国で大きな実績を挙げているが，彼

等は今後学術交流の推進役としての役割を果たしてくれ

ることが期待される。本学部が中国医科大学に設置した

同窓会を他の協定校にも設立し，また，本学部で作成し

ている受入れ開始以来の全留学生名簿は，留学後の活動

状況（現職）もフォローされており，留学生相互の交流

のみならず，大学と留学生間のネットワーク形成に大き

な役割を演じている。今後も名簿の充実度を高めていき

たい。さらに，帰国後活躍しているかつての留学生を再

度招聘する「リピート交流」を実施し，交流の持続性，

継続性を確保していきたい。 
 
本学の教育研究組織の改組，新大学院の設置等に対応

し，協定校のみならず外国の大学，研究所と幅広く，特

徴的な学術交流を進めていきたい。 
 
統合により，留学生センターが新たに設置されるなど，

資源の集約によるコストパフォーマンスの向上が図りや

すくなっているので，全学的な目標を共有してその達成

に向けて活動できるよう体制をさらに整備していくこと

を検討している。 
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